
市民が変える・政治を変える 日本国憲法公布７０年記念クロストーク 

「立憲主義と民主主義の回復のために 市民と野党の共同で政治を変えよう！」【資料】 

2016.11.4 清水雅彦（日本体育大学・憲法学） 

 

一 戦争法案反対運動の成果と課題 

 １ 運動の土台を作った戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会 

  ① 主要３団体 

    ・戦争をさせない 1000人委員会（2014 年 3月結成） 

     …（中心団体）「フォーラム平和・人権・環境」（平和フォーラム） 

            ←自治労・日教組・部落解放同盟・社青同など旧総評・社会党系の団体で 

             構成され、立憲フォーラム（民主党のリベラル派、社民党、無所属の国 

             会議員らで構成）・自治体議員立憲ネットワーク（民主党、市民政治ネ 

             ットワーク、緑の党、社民党、新社会党、無所属の自治体議員で構成） 

             と連携 

      （呼びかけ人）大江健三郎、奥平康弘、落合恵子、鎌田慧、佐高信、山口二郎ら 16 人      

（事務局）内田雅敏事務局長、藤本泰成（平和フォーラム前事務局長・現共同代表）・ 

           清水雅彦事務局長代行、高田健（許すな！憲法改悪・市民連絡会）・筑紫健 

           彦（憲法を生かす会）・飯島滋明（名古屋学院大学教授）など事務局次長 

    ・解釈で憲法９条を壊すな！実行委員会（2014年 4月結成） 

     …（母体）５・３憲法集会実行委員会中心の「解釈で憲法９条を壊すな！４・８大集会＆          

デモ」実行委員会（129 団体） 

      （事務局）憲法会議、「憲法」を愛する女性ネット、憲法を生かす会、市民憲法調査会、 

           女性の憲法年連絡会、平和憲法 21 世紀の会、平和を実現するキリスト者ネ 

           ット、許すな！憲法改悪・市民連絡会の 8団体で構成、憲法会議と市民連絡 

           会が連絡先 

      （賛同団体）136団体 

    ・戦争する国づくりストップ！憲法を守り・いかす共同センター（2014年 5月改組） 

     …（母体）憲法改悪反対共同センター 

      （事務局）全労連、全商連、新婦人、農民連、民青、民医連、革新懇、自由法曹団、憲 



           法会議、共産党の 10 団体が運営委員会構成団体で、事務局は全労連内 

 

  ② 組織概要・活動内容 

    ・2014年 12月結成 

    ・現在、上記３団体と安倍の教育政策 NOネット、沖縄・一坪反戦地主関東ブロック、改憲 

     問題対策法律家６団体連絡会、さようなら原発 1000万人アクション、首都圏反原発連合、 

     原発をなくす全国連絡会、脱原発をめざす女たちの会、日韓つながり直しキャンペーン 

     2015、日本軍「慰安婦」問題解決全国行動、国連人権勧告の実現を！実行委員会、戦時性 

     暴力問題対策会議、「秘密保護法」廃止へ！実行委員会、反貧困ネット、ｍネット・民法 

     改正情報ネットワーク、全労協、全国労働金庫労働組合連合会、自治体議員立憲ネットワ 

     ークの 20団体で構成 

     賛同協力団体は、立憲デモクラシーの会、安全保障関連法制に反対する学者の会、自由と 

     民主主義のための学生緊急行動（SEALDｓ）、安保関連法制に反対するママの会、女たち 

     の平和実行委員会、NGO非戦ネット、宗教者・門徒・信者国会前大集会、止めよう！辺 

     野古埋め立て・国会包囲実行委員会、安倍政権に NO！東京ネットワークの 9 団体 

    ・従来、６人会議（1000人委員会の福山真劫平和フォーラム共同代表と藤本、９条壊すな 

     実の高田と筑紫、共同センターの小田川義和全労連議長と岸本啓介民医連事務局長で構成） 

    ・2016年 9月、共同代表（福山、高田、小田川）と運営委員会（6人＋勝島一博平和フォー 

     ラム事務局長、菱山南帆子、米山淳子新婦人副会長）設置、チーム（調整、宣伝、特別、 

     運動、憲法審査会、沖縄、貧困・格差）再編 

 

  ③ 成果・課題 

    ・連合所属労組と全労連所属労組の統一行動の実現 

    ・５月３日中央の憲法記念日の統一集会の実現（2015 年～） 

    ・民主党（→民進党）・共産党・維新の党・社民党・生活の党（→自由党）の連携実現 

    ・上記土台の上に組織されていない市民・学生・労働者の結集 

    ・1959 年結成の安保条約改定阻止国民会議の時の状況との違い（60 年組合組織率 32.2％） 

    ・未達成…法案廃案、保守層・非正規労働者・地方の運動拡大 

    ・今後…戦争法廃止、野党との連携、安保法制違憲訴訟、発動阻止運動、諸課題 

 



 ２ より広範な運動の展開へ 

  ① 既存の運動と新たな運動の展開 

    ・法律家など…日弁連、明日の自由を守る若手弁護士の会、改憲問題対策法律家６団体連絡 

                      会（社文、自由法曹団、青法協、国法協、反核法協、日民協）など 

    ・研究者など…立憲デモクラシーの会、国民安保法制懇、安全保障関連法制に反対する学者 

           の会など 

    ・若者など …SEALDｓ、安保関連法制に反対するママの会など 

  

  ② これら運動に見られる変化 

    ・研究者など…啓蒙主義から運動する主体・一市民としての参加へ 

    ・テーマなど…平和主義以外に立憲主義・民主主義も 

 

  ③ 安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合の結成（2015 年 12月 20 日） 

    ・構成団体…総がかり行動実、SEALDｓ、学者の会、立憲デモクラシーの会、ママの会 

    ・方針…戦争法廃止の 2000万人署名 

        安全保障関連法の廃止、立憲主義の回復、個人の尊厳を擁護する政治の実現に向け        

て野党共闘を求める 

 

  ④ 野党共闘への動き 

    ・5 野党党首会談（2016年 2月 19日） 

     …安保法制の廃止と集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回を共通の目的とする、安倍政権 

      の打倒を目指す、国政選挙で現与党およびその補完勢力を少数に追い込む、国会におけ 

      る対応や国政選挙などあらゆる場面でできる限りの協力を行う、の 4 点を確認 

    ・衆議院北海道 5区補選で民主党と共産党が候補者一本化合意（2016 年 2月 19日） 

     …戦争させない北海道をつくる市民の会（2015年 11月 10 日結成） 

      安保法制廃止と立憲主義の回復をめざす市民の風・北海道（2016 年 1月 16日結成） 

    ・4 野党安倍内閣不信任決議案共同提出（2016年 5月 31 日） 

    ・4 野党書記局長・幹事長協議（2016年 6月 1日） 

     …安保法制廃止・立憲主義回復、アベノミクスによる国民生活の破壊・格差と貧困の拡大 

      の是正、TPP や沖縄問題など国民の声に耳を傾けない強権政治に反対、安倍政権のもと 



      での憲法改悪に反対、という「共通政策」の柱を確認 

    ・4 野党と市民連合で 19項目の政策協定（2016年 6月 7 日） 

 

二 参議院選挙の成果と課題 

 １ 成果 

   ・市民と野党が共闘し、32あるすべての一人区で統一候補実現 

   ・2013年一人区野党 2議席確保に対して、2016 年は 11議席確保 

      ・28の一人区で野党統一候補に対する得票数が野党 4党の比例得票数を上回る 

   ・北海道と東北で野党が検討、福島と沖縄では現職大臣落選 

   ・全体獲得議席数と比例代表得票数（投票率は 10年 57.92％、13年 52.61％、16年 54.70％） 

    自民党…2010 年 51 議席 1407万票、2013 年 65 議席 1846万票、2016 年 56 議席 2011万票 

    民進党…2010 年 44 議席 1845万票、2013 年 17 議席 713万票、2016 年 32 議席 1175万票 

    共産党…2010 年 3議席 356 万票、2013年 8議席 515万票、2016年 6 議席 602万票 

    社民党…2010 年 2議席 224 万票、2013年１議席 126万票、2016年 1 議席 154万票 

 

 ２ 課題 

   ・結果的に改憲勢力が参議院で 3分の 2を超えたこと 

   ・投票率は 54.7％、一人区で野党統一候補に投票した無党派層は 56％（共同・朝日調査）… 

    ←衆議院北海道 5区は約 7 割 

   ・野党統一候補決定の遅れと複数区での共闘・調整 

 

 

 

【関連する拙稿とインタビュー】 

「市民と法律家・研究者の共同の取り組み―広がる共同と共同の創出」法と民主主義 2015年 1月号 

「求められる法案阻止の統一行動」自然と人間 2015年 7月号 

「戦争法案反対運動の中での憲法研究者の行動・取組の成果と課題」法と民主主義第 2015年 10 月号 

「戦争法案反対運動における『総がかり行動』の意義と課題」科学的社会主義 2015年 12月号 

「『大統領的首相』に着々と向かう安倍首相」マスコミ市民 2016 年 8月号 

「参院選の結果と憲法をめぐるたたかい」安保破棄 2016年 8月号 






